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●提言



特許法第３５条

①使用者、法人、国又は地方公共団体（以下「使用者等」という。）は、従業者、法人の役員、国家公務員又は地方公務員（以下「従業者等」という。）がその性資上当該使用者等の業務範囲に属し、かつ、その発明をするに至つた行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明（以下「職務発明」という。）について特許を受けたとき、又は職務発明について特許を受ける権利を承継した者がその発明について特許を受けたときは、その特許権について通常実施権を有する。
②従業者等がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじめ使用者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ又は使用者等のため専用実施権を設定することを定めた契約、勤務規則その他の定の条項は、無効とする。
③　従業者等は、契約、勤務規則その他の定により、職務発明について使用者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ、又は使用者等のため専用実施権を設定したときは、相当の対価の支払を受ける権利を有する。

④前項の対価の額は、その発明により使用者等が受けるべき利益の額及びその発明がされるについて使用者等が貢献した程度を考慮して定めなければならない
職務発明





特許権


専用実施権





通常実施権





従業者（社員）





使用者（企業）








【提言１】法的安定性と契約重視


　通常一定額とされている出願時及び登録時補償は、問題ないとして、実績補償に於ける「相当の対価」が定かでない以上契約等により解決する。


あらかじめ定める勤務規則等の内容


　補償の種類、上限（合計又は年額）、支払い時期、実績補償の発生する企業利益の下限額、実績補償の算定基準、上限、支払い時期、支払い終期（除斥期間）


　　　職務発明が勤務規則等で定める一定以上の利益を超えたとき（企業にとって当該発明と利益の因果関係、利益認識が可能な程度のものに限定されるが）、当該発明が関与する今後の企業活動の安定性を含め、利益に占める当該発明の貢献度を改めて予め定める評価算定表に基づき評価し、勤務規則に定める上限の範囲までにおいて、上記項目について契約する。


　　　改正案特許法第３５条


　　特許法第３５条第３項における「従業者等は、契約、勤務規則その他の定により、職務発明について使用者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ、又は使用者等のため専用実施権を設定したときは、相当の対価の支払を受ける権利を有する。」を「その他の定め（以下、契約等という）…を設定したときで、使用者等において当該発明により契約等で定める一定以上の利益を生じたときは、契約等の定めるところにより対価」に改正、第４項削除
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【提言２】新たなる又は付加的改革


②職務発明により、勤務規則等で定める一定以上の利益を期間又は額において、勤務規則で定めるさらにそれ以上の利益を超えたとき、実績補償をストックオプションとし、商法改正を待たねばならない点もあるが、企業自らあるいは商社と出資し、ベンチャーを設立（出資）し、発明を現物出資（特許）とし、発明者をベンチャーの役員とする。当該発明者は実績補償とは異なる給与の他、（出資元企業又は）ベンチャー等のストックオプションなどで、さらなる利益に対応する補償を受け、ベンチャーは、企業を商品販売・市場開発や研究環境の人的インフラを含めた提供者としてアウトソーシングしM&Ａの権利を共有するなど、両者が企業リスクを負いながら、特許の活用を図るような手法が必要。








 企業活動
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